
次の国政選挙から、インターネットを使った
選挙運動が、出来るようになります。

(注)公職選挙法改正法施行日(平成2 5年5月2 6日)以後初めて公示される国政選挙(衆議院議員の総選挙又は
参議院議員の通常選挙)の公示日以降に、公示･告示される国政選挙及び地方選挙について適用されます。

有権者

このたびの選挙では、
0 0さんを
当選させよう。

電子メール

有権者が、電子メールで
選挙運動を行うことは禁止。

　　
-、
燐一

ウェブサイト等
ホームページ ･ブログ ･ S N S (ツイッター･フェイスブック等)
動画共有サービス ･動画中継サイト等

鬮 圓
。○太郎 I(○。○@ 0 0 .neJP〉K△△花子 lく△△△@△△.ne.jp〉N

このたびの選挙では
是非○0さんを
当選させましょう。

私は、このたびの選挙に
出馬しました0 0 大郎です。

清き一票を、お願いします。

(注) ･電子メールアドレス等とは、電子メールその他のインター
ネット等を利用する方法により、その者に連絡する際に必
要となる情報であり、具体的には、返信用フォームのU R L
やツイッターのユーザー名などが含まれます。
･電子メール(S M T P方式及び電話番号方式)以外の通信方式
を用いて、S N S のユーザー間でやり取りするメッセージ
機能は、｢ウェブサイト等｣に含まれます。

電子メール

※氏名、電子メールアドレス
等の表示義務
※一定の記録の保存義務

自らアドレスを通知し、受信
に同意した相手等送信先に
は一定の制限があります。

候補者 、、、、
政党等

、、、、、、 -
0 0党へ 0 0党

私に清き
投票して一票を !
ください !　

　　　 　
　
　　 　 　　　

"
)
‐‐･･

　　　
　
-辻な"

)
"

【.
し
…
)
…●

　　
　
　　

　
　　
　
　

※本資料は概要でぁり･詳しくは総務省H Pをご覧くださいo1同 醒 藁 罰彌 鬮 園風
総務省

①有権者は、ウェブサイト等 (ホームページ、ブログ、ツイッターやフェイス
ブック等のS N S、動画共有サービス、動画中継サイト等)を利用した選挙
運動が可能となりますが、電子メール(S M T P方式及び電話番号方式)を
利用した選挙運動は引き続き禁止されています。
②候補者･政党等は、ウェブサイト等及び電子メールを利用した選挙運動が
可能になります。
(注) ･選挙運動とは、特定の選挙について、特定の候補者の当選を目的とし、投票を得又は得させる
ために、直接又は間接に有利な行為のことです。
･選挙運動は、公示･告示日から投票日の前日までしか行うことができません。
･未成年者等は選挙運動をすることができません。

△△花子(△△△@ △△.n e .jp)

このたびの選挙では

是非○0さんを

当選させましょう。

○。太郎(0 0 ○@ 0 0 .n e‐jP)

私は、このたびの選挙に
出馬しました0○太郎です。

清き一票を、お願いします。



これらの禁止行為は処罰の対象となります!
選挙運動の方法等に関する規制(例)
有権者は電子メールを使って選挙運動をしてはいけません !
電子メールを使って選挙運動用の文書図画を頒布できるのは、候補者 ･
政党等に限ります。有権者は候補者･政党等から送られてきた選挙運動用
電子メールを転送により頒布することもできません(公職選挙法第14 2条
の4、第14 2条、第2 4 3条)。

圓多奥毒-- t ℃>

未成年の選挙運動は禁止されています !
年齢満20歳未満の者は、インターネット選挙運動を含め、選挙運動をする
ことができません(公職選挙法第 13 7 条の2、第2 3 9 条)。インターネット
が身近な世代だけに、保護者の監督も重要です。

蹴蟄侮鬮o
選挙運動期間外に選挙運動をしてはいけません !
インターネット選挙運動が解禁になっても、選挙運動は、公示･告示日から
投票日の前日までしかすることができません(公職選挙法第12 9条、第
2 3 9 条)。

--襲撃l
- O

-
-
参日はいよいよ
投票日です
ぜひ私に-寮を
よろしく
お願いします

- O

H Pや電子メール等を印刷して頒布してはいけません !
選挙運動用のホームページや、候補者 ･政党等から届いた選挙運動用の
電子メール等、選挙運動用の文書図画をプリントアウトして頒布してはい
けません(公職選挙法第14 2条、第24 3条)。

侭鬱々 8鬱
誹謂中傷 ･なりすまし等に関する刑罰(f;u)

超"““

氏名等を偽って通信してはいけません !
当選させる、もしくは当選させない目的をもって真実に反する氏名、名称ま
たは身分の表示をして、インターネットを利用する方法により通信した者は
処罰されます(公職選挙法第23 5条の5)。

改ざん繋ぎ
“ - 圀公ゑ

窓てごコ ノ

候補者等のウェブサイトを改ざんしてはいけません !
候補者のウェブサイトを改ざんするなど、不正の方法をもって選挙の自由
を妨害した者は、選挙の自由妨害罪により処罰されます(公職選挙法
第2 2 5条第2号)。不正アクセス罪(不正アクセス行為の禁止等に関する
法律第3条、第11条)にも該当します。

、
臟 -

/ニノノノ山田熊＼

r

L

幅 -
候補者に関し虚偽の事項を公開してはいけません !
当選させない目的をもって候補者に関し虚偽の事項を公にし、又は事実を
ゆがめて公にした者は処罰されます(公職選挙法第2 3 5条第2項)。

- 悪質な
講讓
車傷

O

｢

-

- 悪質な
講讓
車傷

-
-

O
悪質な誹議中傷行為をしてはいけません !

公然と事実を明らかにし、人の名誉を毀損した者は処罰されます(刑法第
2 30条第1項)。事実を明らかにせすとも、公然と人を侮辱した者は侮辱罪
により処罰されます(刑法第2 3 1条)。

候補者に対して、悪質な誹講中傷をする等、表現の自由を濫用して選挙の公正を害する
ことのないよう、インターネットの適正な利用に努めて下さい。(公職選挙法第14 2条の7)

(注)プロバイダ等(プロバイダ、掲示板の管理者等)は、自己の名誉を侵害されたとする候補者等から申出
を受けた場合、一定の手続きを経た上で、その文書図画を削除することがあります。
※本資料は概要でぁり･詳しくは･総務省H Pをご覧ください。-同 罹覇鬮翫岡 鬮 圏風



インターネットを利用した選挙運動

　

　
　

　　　　　1 3時30分~どり箋罐趣き塗三菱讓隧 ところ:桑名市議会全員協議会室　　　　　

選挙運動と政治活動
も
ぎ誘キ O 選挙運動とは?
震えさぞ①特定の選挙におし、て･
*“〆 ②特定の候補者の当選を得又は得しめるために、
③直接又は間接に必要かつ有利な行為である

選挙運動の三要素 嚢

選挙運動と政治活動

#;＼ ○政治活動とは?
殿淺 政党その他の団体等、あるいは個人が、
"“:“ ･その政策の普及宣伝
　　　

･政治啓発等を行う行為であり
党勢拡張

並
特定の候補者の当選を得る行為ではない

イー.



これまでの規制の内容

も ◎インターネットを選挙運動に使用することは禁止　　　
･ミ“ 公職の候補者等 又は 政党その他の政治活動を公職の候補者等 又は
第三者

政党その他の政治活動を
行う団体

【通常時1
事前運動となり禁止

【通常時】
事前運動となり禁止

〔【選挙運動期間中】法定外の文書図画の頒
布に該当し、禁止

【選挙運動期間中】
法定外の文書図画の頒
布に該当し、禁止

、

ノ

解禁される手段
き
磨き インターネット等を利用する方法とは…

(例) ホ-△ページ 勤直共有廿-ヒス

1 0ヴ.掲示編
(Y o u T u b e.
ニコニコ励直など)

S N S 動直中継サイト(フェイス字り々、 (U s l r e a m ･ツイッター好と) ニコニコ勤直の生欣送なに)

‘ ‐･･ I-豊
子
-〆‐基- ｣ -

　　　 　
　　　　　　　　　　

電子メールについて
ぬ
摩さ 電子メールの定義
①s M T P (シンプル･メール･トランスファー･
プロトコル)が用いられている通信方式

W ebメールも該当すると考えられます。

②電話番号を送受信に用いて通信文その他
の情報を伝達する通信方式

2



老熟M aム
でふ

できること/ できないこと②

･ 項 目 . 候補者 政党等 第三者
選挙運動用ビラ･ポスターを
紙に印刷して頒布、掲示
(規定枚数外となるもの)

,キXう.＼ ささヌ、-、: ※〆ゞ

落選運動(メールを含む)※ 〇 〇 ○

選挙運動用の広告 も.×.、き′ボス-%な′
--ミ“};′･･ん＼ゞ×ふこ′′‐′を′̂‐ゞ̂~′もう従うノノ

選挙運動用ウェブサイトにリ
ンクする広告

きき対さ 〇 き蓑さき
挨拶を目的とする広告 《淺きき髪滋です耕溌裟

　　　　　　　　 　　　　　　　　　
o 選挙運動 :特定の選挙において、特定の候補

~

者(T人に限らなし、)の当選を目的として、投
票を得又は得させるために必要かつ有利な
行為。(判例･実例)

o 何ら他の候補者の当選目的がなく、単に特定
の候補者の落選のみを図る行為である場合
には選挙運動には当たらないと解されている。
o 一般的な論評に過ぎないと認められる行為
は、選挙運動及び落選運動のいずれにも当
たらないと考えられる。

3



その他の解禁される内容
蚤 o 屋内の演説会場内における映写の解禁
きを これまで規制をうけてし、た映写等の類を
掲示する行為について、屋内の演説会場に
おいては使用することが可能となった。

‐ o 屋内の演説会場内におけるポスター、立札、
看板の類の規格制限の撤廃

眼があったが、これが撤廃された。
これまでは、273Cm×73Cmの規格制

巍

その他の解禁される内容

蟻 o インターネットを利用した選挙期日後の挨拶
行為の解禁
自筆の信書･答礼のための信書に加え、
インターネットを利用する方法により頒布さ
れる文書図画が認められる。

留意点(選挙運動の主体)

≦ゞ o 選挙運動が禁止される者

　　　　　 　　…② 選挙犯罪により公民権停止中の者
-
‘③ 選挙事務関係者(投票管理者むきき

o 選挙運動が禁止される者

　　　　　 　　…② 選挙犯罪により公民権停止中の者
-
‘③ 選挙事務関係者(投票管理者÷三
三開票管理者ゞ 選挙長、選挙分会長)なく

←〆“④ 特定公務員(選管委員及び職員ふく
ごぞ:.裁判官‘検察官ゞ 警察官など)▼"を＼

※ 外国人は、選挙運動が可能。

4



o 公示日(告示日)から選挙期日の前日まで

◎選挙当日にミウエプサイtの更新や選挙、
ご

‐運動用電子メ÷ルの送信は不可◇ ≠ゞ‐
-

　　　　　　　 　　 　 　 　 　　
◎選等運動期間中に、こウヱプサイ付こ掲載さ
れた選挙運動用文書図画は、選挙当月にき
おいてもそのまま残しでおくことは可 ‐ゞ′ -

表示義務(ウェブサイト等の場合)

①ウェブサイト等を利用する場合
. - -- - -- - ‐←選挙運動用･落選運動用文書図画の頒布 .

　　
その者に連絡をする際に必要となる情報を表示

例:電子メールアドレス、返信用フオームのU R L、
ツイッターのユーザー名など

表示義務(電子メールの場合)

②電子〆･一ルを利用する場合
-- - --‐- - -‐-‐--① 選挙運動電子メールである旨±
② 選挙運動用電子メール送信者-
ゞの氏名す名称-…
③ 送信拒否通知を行うことがで
‐きる旨=こん

-- - - -･
④ 電子メキルアドレスその他の“
- 通知先(ウェブサイトのU R Lなど)

選挙運動用文一

‐書図画の頒布-

　　　に書図画の頒布
,いこミ " ",

① 頒布者の電予メヤルアドレスき
②≦頒布者の氏名ご名称なき導入ゞ"

5



電子メールによる選挙運動

," o 送信主体は…

蝮ゞ 候補者
" (衆議院比例代表選挙における衆議院名簿登載者を含む。)

党等(都道府県連、その他の支部を含む) 総
衆議院小選挙区選挙… ･候補者届出政党
衆議院比例代表選挙… ･衆議院名簿届出政党等
参議院選挙区選挙… …確認団体
参議院比例代表選挙… ･参議院名簿届出政党等
都道府県議会議員選挙･･確認団体
知事･市長選挙… … …確認団体
※市町議会議員選挙、町長選挙については、認められない

政
①
②
③
④
⑥
⑥

ールによる選挙運動

送信先は…
電子メールアドレスを選挙運動用電子メール送信者
に自ら通知した者

① 選挙運動用電子メールの送信を求め･同意
をした者ニ自ら通知した電子メールアドレス

② 政治活動用電子メール(メールマガジン等)
の継続的受信者であって‘選挙運動用電子
メールを送信しない旨の通知をしてし、ない者
二選挙運動用電子メールの送信拒否通知を
した電子メールアドレス以外のアドレス

電子メールによる選挙運動

o 留意点
①話選挙運動用霧守メールを送償してよいぁ･｣の確認メール々
,の送信時期は字、なん !-接ご･′‐'ゞ こ し“ ~

単に｢選挙運動用電子メールを送信してよいか｣というメール
を送ることは、直ちに公選法の規定に抵触するものではないと
考えられることから、選挙期間中、選挙期間前であっても送信
は可能と考えられる。

　　　　　 　　　　 　 　 　　　　　 　 　　　　　

ちゃ選挙運動期間前･･･事前運動も趨
き 言が轆
いる場合には 美、 .･選挙運動期間中キテう選挙運動用電子〆サルの送信先制限

覆さゞそ就それ抵触する河鎚性態ある。‐ "

6



電子メールによる選挙運動

o 留意点
-
! 鱗 橇者鱗 裁ち送信された選挙鋤用電子メブレを J有権者(第三者)が転送することは?.- -…‐、

:参ぜ Y殺ぎゞ

候補者･政党等以外の者が選挙運動用電子メールを転送す
る行為についても、新たな送信行為であると認められることか
ら、転送はできないものと考えられる。

記録保存義務

さゞ蕪 ① 選挙運動用電子メールの送信を求め‐同意した者

テギ ･受信者が選挙運動用電子メール送信者に対して自ら
　　

　　　　 　
ゾ メールアドレスを通知したこと
･選挙運動用電子メールの送信の求め又は送信への同意
があったこと
を証する記録(電子メールなど)を保存

　　

記録保存義務

② 政治活動用電子メール(メールマガジン等)
の継続的受信者であって、選挙運動用電子
メールを送信しない旨の通知をしていない者

･受信者が選挙運動用電子メール送信者に対して
自らメールアドレスを通知したこと
･継続的に政治活動用電子メールの送信をしている
こと ‐
･選挙運動用電子メールの送信をする旨の通知をし
たこと
を証する記録(電子メール、メルマガの送信先リスト
など)を保存 ‐

7



有料インターネット広告の規制

o 禁止される行為

なぞ 階 候襲 ･政党等の氏名･名取 i類推事項を表示 !した選挙運動用有料イシタニネット広告を掲載すること。

②‘選挙運動期間中にも
･①の禁止を免れる行為としでき

候補者ん政党等の氏名ち名称又は類推事項を表示したナ
有料希ンタニネット広告を掲載すること◇‐‐なせ- -･“#

⑥‐選挙運動期間中総会藤糖 ･政党等の氏名･名称 l
‐又は類推事項励"表示されていない広告であって“選挙、

　
運動用ウェブサイト等に直接リンクした、有料インタ｢
ネット広告(有料バナニ広告)を掲載することが

有料インターネット広告の規制
農･
＼ふい o 政党等は、選挙運動期間中、当該政党等の

ウェブサイト等に直接リンクした
有料‘ンタ ネット広告(有料バナー広告)
選
群雲Nを掲 するこ は、可。

① 衆議院選挙…候補者届出政党･衆議院名簿届出政党等
② 参議院選挙…参議院名簿届出政党等-確認団体
③ 都道府県議会議員選挙…確認団体
④ 知事･市長選挙…確認団体
※市町議会議員選挙、町長選挙につし、ては、認められない

有料インターネット広告の規制

o 禁止される行為②

ご諺 選挙区内にある者に対する主として挨拶を目的
とする有料インターネット広告を掲出すること。

行為主体はヲ 後援団体-

や慶弔、激励、感謝その他の挨拶)を目的と　　　　　　　.する新聞紙等への有料広告の禁止規定に、
インターネット広告が加わりました。

8



"差, o 未成年者の選挙運動、選挙運動期間の違反
ききゾ (2 3 9条1項1号)

1年以下の禁錮又は3 0万円以下の罰金

o 選挙運動メールを第三者が送信した場合
(2 4 3条1項3号)
2年以下の禁錮又は5 0万円以下の罰金

刑が確定すると… 辻匹きヨし

{実刑罰鋼、執行擬し、皺 む｣ 繊 弱選挙権を被選挙権が認められなくなるぶちこも -

罰則

o 送信先制限に違反して選挙運動メールを送
信した場合(2 4 3条1項3号の2 )

. 2年以下の禁錮又は5 0万円以下の罰金

o 有料インターネット広告の禁止規定に違反
して掲載した場合(2 4 3条1項3号の2 ) ･

2年以下の禁錮又は5 0万円以下の罰金

o 表示義務の規定に違反して選挙運動用メー
ルを送信した場合(2 4 4条1項2号の2、3 )

1年以下の禁錮又は3 0万円以下の罰金

誹議中傷･なりすまし対策

o 選挙管理委員会の対応

圓候補届出の踪癩者‐政党謙 れ援のウ±熱サイトのU R Lを 出さ、て . --

① ウェブサイトのU RLを告示-
- ‐ - -

- -
--

- - -
-

- -
-

②,ウェブサイトのURLを報道機関に提供 ,

I
-

-

- 省一 .
-

-
一
朗一
.

③‐ホームページにウェブサイトのU R Lを掲載
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誹議中傷･なりすまし対策

な 虚偽事項等が公表された場合M IM,M- L ズ滋
M U I ]

　　　　 　滲きざ o 虚偽事項公表罪(2 3 5条2項)

‐ 4年以下の懲役･禁錮又はto o万円以下の罰金

o 名誉毀損罪 (刑法2 3 0条1項)

3年以下の懲役･禁錮又は5 0万円以下の罰金

o 侮辱罪(刑法2 3 1条)

拘留又は科料

誹藷中傷･なりすまし対策

tウェブサイトが改ざんされた場合i

o 選挙の自由妨害罪 (2 2 5条2号)

4年以下の懲役･禁錮又は10 0万円以下の罰金

o 不正アクセス罪(不正アクセス行為の禁止等に
関する法律3条、1 1条)

3年以下の懲役又は1 0 0万円以下の罰金

誹語中傷･なりすまし対策

tウィルスの頒布やDos攻撃がなされた場合i

E弱礬 o 受信者に対する電子計算機損壊等業務妨害罪
･ノ夢 (刑法2 3 4条の2 )

5年以下の懲役又は10 0万円以下の罰金

{今回の改正で加えられた対策 l
o 氏名等の虚偽表示罪(2 3 5条の5 )

規定内にインターネット等を利用する方法を追加
2年以下の禁錮又は3 0万円以下の罰金

↑O



誹藷中傷･なりすまし対策
、

.

じき 今回の改正で加えられた対策
ふ

も

; g -
1

聡慧o プロバイダ責任制限法の特例 ‐
き学 ① 候補者等からの申出を受けた場合の情報
発信者に対する同意照会の回答期間を7白め
2日に短縮

② 電子メールアドレス等が正しく表示されてい
ない文書図画について、候補者等からの申出
を受けて情報発信者に対する同意照会なuご
削除した場合のプロバイダ等の損害賠償責任
の免責規定を追加

　
電子,:A Q 業者に選挙運動用ウェブサイトや選挙運動用電子

メールに掲載する文案を主体的に企画作成させる場
合、報酬を支払うことは買収となるか?
′′“ ‐ ･‐:- - ‐- - 、、. ･‐‐

運動の企画窯業疼き
勳の主体であると解‐

‐ゞ

跟酬の支払は買収と〆･
' - " ･ 、 ･
助言を愛せる場合もご.
助言の内容を主体的さ
ぞには、当該業者は選!
咎とが家当該業者べゞ
キれが高いぼく.キニ

‐ "

私業者が主体的･裁量割に選挙選
~ナキキ0ており、当該業者は選挙運動
こされることがちなゞ当該業者への報!
な:なるおそれが高い6 ･メキ‐▲-^
燭 な澄‘コンサルタント業者から勅
÷当該業者が選挙還動に関する助
‐ゞ裁量的!ご企画作成し碑･薄輻街ス
き拳運動の主体であると解されると
･きの報酬の支払は買収となるおそネ.なぞ- --‐.- -.、---"‐-･･‐もち‐‐‐◆..‐〆.

-{:“¥ -

　
ご否定

買収罪

Q 業者に候補者に対する誹議中傷の内容を単に否定
する反論の書き込み行為を行わせる場合、報酬を支
払うことは買収となるか?

A 業者が"訓辞中傷の内容を単に否定する反論の害,
′ふき込み行為だけを行つくいる場合“当該行為の限りiき
くおいてはゞ 直ちに選挙運動に当たるとはいえないごとノ
ずかお、‐当該業者人の当該行為についての対価の支払
-‐｣ま買収とならないと考えられる。 '‐

- ‐ -

A 業者が"訓辞中傷の内容を単に否定する反論の害,
′ふき込み行為だけを行つくいる場合“当該行為の限りiき
くおいてはゞ 直ちに選挙運動に当たるとはいえないごとノ
ずかお、‐当該業者人の当該行為についての対価の支払
-‐｣ま買収とならないと考えられる。 '‐

- ‐ -
･
二またゞ 業者が主体的,裁量的でなく、機械的に誹議 >、中傷を監視撲る行為を行つている場合も同様に考えら
ふれる◇ . …イー ふん‐‐ '… ＼〆~な一バ

ノ ′テーふ く ‐ '‐-‐‐さ

れ



買収罪 鵞
~逡 Q インターネット選挙運動を行った者に対し報酬を支給

. し、買収罪に問われた場合は、候補者本人に連座制
が適用されるか ?

泳げ --ぜ ひ きなきふこ
･三
一
ふ こ" も

ち〉
･A 買収罪の刑に処せられた者が、総括主宰者、出納 -
‐責任者ゞ 地域主宰者、親族、秘書又は組織的選挙達ゞ

′I＼
!

きざゞ
‐
--ぜひきなこ"こそこす三一

ふきキ ナヴ
･A 買収罪の刑に処せられた者が、総括主宰者、出納 -
‐責任者ゞ 地域主宰者、親族、秘書又は組織的選挙達ゞ
‐動管理者等窓ある場合には･候補者本人に連座制が:
適用され、当選無効や立候補制限が課せられる可能′‐
な'性があるが‘" ‐ '

きざそ
こ なさ、‐

‐‐# ゞ
t‐なに- "･ ゞ

“討ち‐) {
‐

　
も

施行期日･適用関係

o 施行

公布の日から1月を経過した日(平成2 5年5月2 6日)

o 適用

施行日(平成2 5年5月2 6日)以後初めて公示される
国政選挙(衆議院議員総選挙又は参議院議員通常
選挙)の公示の日以後に、その期日を公示又は告示
される国政選挙及び地方選挙 -

、 ′ふく ･′-- ･、-‐ --、 J一一-‐-、- “‐- ÷ r、.･ 一

て朧ミミ我等鯵然名参叙事鉛筆,を

問い合わせ先

三重県選挙管理委員会
‐電話 :059‐224‐2 17 2

･メールアドレス:sen ka n @D p ref,m ie .jp

↑2


